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気候危機の現状と課題
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顕在化する気候危機の影響

暮らし・健康
猛暑と熱中症

電気代・ガス代の高騰

感染症・体調不良

睡眠・生産性の低下

食卓・農業
野菜・果物の値上がり

米の品質低下

果樹の産地が北上

魚が獲れない・魚種が変わる
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災害・住まい
豪雨・線状降水帯
台風の大型化
水道・断水リスク
火災保険料の上昇

自然・地域
雪不足
桜の開花・紅葉の時期のずれ
生きものの異変

経済・社会
経済社会システムの崩壊
将来世代への負担



1.5℃上昇に抑えるカーボンバジェット
2026年中に使い果たしてしまう可能性
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https://climatechangetracker.org/climate-change-progress/current-remaining-carbon-budget-
and-trajectory-till-exhaustion



「1.5℃超え」が常態化へ：2030年に向けて加速する将来リスク
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WMO
5年平均が1.5℃を超える
予測確率の上昇

32%
47%

70%

2023年版
2023–2027

2024年版
2024–2028

2025年版
2025–2029

86%
今後5年で少なくとも1年が1.5℃を超え
る確率

80%
1年以上が2024年（観測史上最も暑い
年）を更新する確率

不可逆
海面上昇と海洋の温暖化は今後数百年は
元に戻らない

出典）WMO Global Annual to Decadal Climate Update (2025–2029)／WMO State of the Global Climate



ロシアのウクライナ侵攻・米国のイラン攻撃→ホルムズ海峡閉鎖
化石燃料価格の乱高下や、エネルギー安全保障上の課題も顕在化
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https://globallnghub.com/natural-gas-prices-weekly-
update-jkm-ttf-and-henry-hub-15-june-2026.html

https://fred.stlouisfed.org/series/DCOILBRENTEU?u
tm_source=chatgpt.com



政府の中東情勢を踏まえた火力発電の政策的対応
なぜ「石炭回帰」？

 容量市場における非効率石炭火力の稼働抑制措置（設計効率42％未満の

非効率石炭火力について、年間の設備利用率を50％以下に抑えなければ、容量市場からの収入

を20％減額する、という稼働抑制措置）を、緊急的な対応として、2026年度に
おいては適用しないと決定

 政府はLNG節約効果は約50万トン（ホルムズ海峡を経由するLNG
年間輸入量400万トンの１割強に相当）と試算

 気候ネットワークでは、これによるCO2の排出増分は170万トンに
のぼると試算、またなし崩し的に「石炭回帰」していくことも懸念され
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政府、LNG火力建設を大規模に推進

 政府は2023年度に開始した長期脱炭素電源オークションで、LNG火力につい
て3年間で約600万kW（年間平均200万kW）の確保を想定していた。

 しかし初年度（2023年度）の入札では、LNG火力の応募案件576万kWをほぼ
全量落札。

 さらに制度運営側は、当初想定を超えて

 第2回：約200万kW、第3回：約200万kW の追加募集枠を設定。

 そして2026年6月には、第4回オークションで600万kW規模の募集を実施す
るとともに、その後7年間で3,900万～5,500万kWの新たなLNG火力を確
保する方針案が示された。

 当初「3年間で600万kW」の想定だったLNG火力支援は、わずか数年で数千
万kW規模へと大幅に拡大しつつある。
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2026年4月、日本では
日本版排出量取引制度（GX-ETS）が本格稼働
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 対象事業者 年度平均排出量が10万トン以上（300～400社）全体の６割

年度平均排出量 =（前年度の CO₂直接排出量＋２年度前の CO₂直接排出量＋３年度前の CO₂直接排出量）÷３

 排出割当量 大規模排出事業者の大半がBM方式（上位32.5％水準を目標）
削減率が大きければGF方式水準（5年間の合計8.5％の削減）

 上下限価格 上限価格4,300円/t-CO₂、下限価格1,700円/t-CO₂

第1フェーズ
（準備・自主参加）

第2フェーズ
（本格稼働・参加義務化）

第3フェーズ
（強化フェーズ？）

2023年度～2025年度 2026年度～2032年度 2033年度以降

•自主参加
•排出量の見える化
•実質的な「試行・慣らし運転」

• 排出量取引の本格導入
• 一定の企業に参加義務
• GF＋BMによる割当量を算定
• 移行計画に基づく削減管理

• 電力部門の有償化
• GX移行債の償還



GX-ETSの課題
排出削減を担保するしくみではない
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●構造的問題

・制度設計・運用は経済産業省主導
→ 業界保護であって、気候保護政策として機能不全

●現状の課題

総量キャップがない

削減率が日本の削減目標に整合しない

無償配分で「実質負担が小さい」

炭素価格が低くインセンティブ不足

 LNG火力の建設ラッシュに拍車

参考）気候ネットワーク「日本版排出量取引制度の検証」https://kikonet.org/content/39014



気候変動対策、エネルギー安全保障は矛盾しない
今やるべきことはこれしかない

省エネ 再エネ 脱化石燃料

電化 スマート化
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